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図 1 に ALA の出荷量、図 2 にその用途を示す。直近の ALA 出荷量について





また、人工軽量骨材を使用したコンクリートの絶乾密度の 1.8g/㎝ 3 前後であ

















法と人工軽量骨材を盛土材料に使用した場合の特徴を表 1 に示す。 
人工軽量骨材を盛土に使用した場合、「水に浮かない」、「強度が高い」、「不燃
物である」「工期が短い」等の利点がある一方で、他の盛土材と比較して「重い」























































の人工軽量骨材の絶乾密度は粗骨材で 1.25g/cm3、細骨材で 1.75 g/cm3であるが、
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図 2 ALA の用途 8） 











表 1 各軽量盛土工法の比較 
 






























設計価格 約 12 千円/m3 約 15 千円/m3 約 20 千円/m3 
 





































図 3 造粒型の製造工程 





































図 4 非粒型の製造工程 
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 ②内核の有機物が Fe2O3（3 価）を還元し、徐々に FeO（2 価）に変化する。
FeO は黒色のため、内核も黒色となる。 









6Fe2O3 ＋ C → 4Fe3O4 ＋ CO2   


































t* = ρB R
2
 / 6B CAb DeA    (1) 
t / t* = 1 – 3(1 – XB)
2/3




XB  ：反応率 
ρB  ：カーボン類含有量（mol/m
3） 
























1g を計りとり、炭素分析計（HORIBA EMA-110 堀場試作所製）により、含有
炭素量を測定した。この装置の測定メカニズムは、資料の炭素分を 1250°C の酸
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4.1 カーボン含有量 




図 2 に示す。 




3－ πr3）／πR3      (3) 
 
各反応時間で得られた 5 試料の反応率を式(2)に代入し、反応時間に関する関
数 F(XB) を得る式(4)。その結果を図 5 に示す。 
 
F(XB)  =  1－3（1－XB）2/3 + 2（1－XB） (4) 
 
図 5に示した直線は測定値から推測される反応時間に対する t/t*の変化の割合




ここで式(2)より、F(XB) = t /t* なので、F(XB) = 1 のときに t=t*となり反応時間
(t)と反応完了時間(t*)が一致する。したがって、F(XB) = 1 のときの反応時間は、
t=1/0.000011 なので、t*は 90909（s）となる。これを式(1)に代入し、内田頁岩の
1000℃における酸素拡散係数(DeA)を得る。この際に、以下の数値を計算に使用
した。得られた酸素拡散係数は 2.03×10-7 m2/s となった｡ 
 
原料密度   ：2.49 g/cm3  (アルキメデス法) 
ρB (カーボン類含有量)  ：5545.9 mol/m
3 （測定値） 
R(ペレット半径)  ：0.006 m (試料平均値) 
B(化学量論係数)  ：1(固定値) 





 図 6 に電気炉における温度別の絶乾密度を示す。1100℃以下でも絶乾密度は
低下するが、発泡は確認できなかった。この原因は有機分の燃焼による炭酸ガ















































図 2 ロータリーキルン内の原料の性状変化 
 
















ガラス相を生じる 化学組成 最適化 


















































図 4 焼成後試料の断面模式図 
R ｒ 



























図 5 反応時間に対する F(XB) 
 
 



























図 6 温度別の絶乾密度 
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 淡路島・内田頁岩を 105°C-24 時間乾燥した後、ジョークラッシャーで破砕し、
粒子径を篩で 2～5mm に調整したものを使用した。 
2.2 実験装置 



































各水準のロータリーキルン運転条件と焼成物の絶乾密度を表 1 に示す。水準 1
と水準 4 では焼点温度が同じであるが、前者の窯尻酸素濃度 5 vol.%に対して後
者が 10 vol.%となっている。焼成物の絶乾密度を比較すると水準 1 が 0.92g/cm3
に対して水準 4 が 1.04g/cm3であり、明らかに酸素濃度の上昇により絶乾密度が
高くなっている。したがって、窯内の酸素濃度を低くするほど軽量化が促進さ
れることが確認された。 
水準 1～3 は酸素濃度が 5 vol.%、最高温度が 1175℃前後で一定で、滞留時間
のみが異なっている。表 1 からも分かるとおり、水準 1 は 0.92 g/cm3、水準 2 は
0.88 g/cm



























角から算出する。算出結果を表 3 に示す。 





t* = ρB R
2
 / 6B CAb DeA  (1) 
t 1/ t* = 1 – 3(1 – XB)
2/3
 + 2(1 – XB)  (2) 
 



























= 1－3（1－XB）2/3 + 2（1－XB） 










した。計算結果を表 6 に示す。 
 
                         .        (4) 
 
表 6 に示す通り、水準 1～3 において、高温滞留時間(t2)が増えるにしたがい内







ρin = -0.0002 t2 + 0.898  (R
2































































写真 1 実験装置（小型ロータリーキルン） 

























1 1176 -1182 30 5 0.92 
2 1177 -1181 50 5 0.88 
3 1160 -1180 70 5 0.81 
4 1165 -1176 30 10 1.04 
 
 












図 2 小型ロータリーキルンにおける窯内温度分布と焼成物の変化の様子 
 























1 1800 900 600 
2 3000 1500 1002 
3 4200 2100 1398 
4 1800 900 600 
 
 






表 4 計算に使用した数値 
項 目 値 
原料密度 g/cm3 2.49 
ρB カーボン類含有量  mol/m3 7238 
R 原料粒径  m 0.0015 


























1 1800 900 0.275 0.725 
2 3000 1500 0.348 0.652 
3 4200 2100 0.404 0.596 
4 1800 900 0.129 0.871 
 













1 600 0.74 
2 1002 0.65 
3 1398 0.55 




















図 3 高温滞留時間(t2)と内核密度の相関関係 
 









4) 特開 2008-126185、焼成物およびその製造方法. 
5）矢木栄、国井大蔵、工業科学雑誌、vol.56、No.3、131－135(1956). 
6）特開 2009-190941、軽量材及びその製造方法. 
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第 4 章 ロータリーキルン内の原料の融着防止 
 
1 緒言 


















MgO や CaO を多く含む材料の使用を提唱しているが、本研究の対象である頁岩
では SiO2 や Al2O3 を多く含むため、こうした材料では逆に融着を促進させてし

































分は SiO2－Al2O3であり、その他、Fe2O3や CaO が含まれている。こうした組成












図 3 に示す実験装置において、ロータリーキルン内のバーナーから A 重油を




























炭灰に関して実用可能か否かの実験を行った。その実験結果を表 3 に示す。 
①アルミナ粉 
これまでの様々な材料焼成の実績からアルミナ粉の吹込み量は原料送入量の
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最初は 18.0 kg/h から吹込みはじめたが 10.0 kg/h まで減らしても融着現象は確
認されなかった。10.0 kg/h 以下にすると融着現象が見られたことから、原料に
対する珪石粉の適正量は 10％と考えられる。また、この時に得られた焼成物の


























(1) を用いて粒径別の終末速度を算出した。計算に用いた数値を表 4 に示す。 
 
      (1) 
 
計算結果を表 5 に示す。また同時に式 (2) により粒径ごとの粒子レイノルズ数
Rep を求め同表に記載した。求めた Rep は 2 以下であり、ストークスの終末沈降




    (2) 












ら 50cm の高さにしか固定できない。そこで、吹き込み高さは 50cm とした。そ
の計算結果を図 4 に示す。 
図 4 に示す通り、キルン面からの高さが 50cm の場合、焼点から窯尻の間に着







































































































写真 1 中型ロータリーキルン 







表 1 原料（内田頁岩）と珪石粉の化学組成 
名称 
 (mass%) 
Ig.loss SiO2 Al2O3 Fe2O3 CaO MgO SO3 Na2O K2O Total 
内田頁岩 5.0 65.9 16.2 4.1 1.6 1.1 1.2 2.30 2.58 100.0 
























1 アルミナ 1166 -1213 5 0.83 5.0 
2 珪石粉 1149 -1204 ↑ 0.75 10.0 
 
 





































写真 1 珪石粉 17％吹込み時の焼成物の表面 
  
珪石粉 17.8%   
珪石粉 
    珪石粉 10%   
珪石粉   




























1 アルミナ粉 1166 -1213 5 0.83 5.0 
2 珪石粉 1149 -1204 ↑ 0.75 10.0 
 


































表 4  終末沈降速度の計算に使用した数値 


















Dp 粒子直径 M １～500×10－
6
 珪石粉の粒径として変化させる 
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2.1  中型ロータリーキルン試験による絶乾密度の予測精度の確認と補正 




100kg/h 送入した。原料は、内田頁岩を 105℃、24 時間乾燥した後、ジョークラ
ッシャーで破砕し、粒径を 1～5mm（以下、細骨材原料）、及び 5-20mm（以下、
粗骨材原料）に調整した 2 種類を使用した。また、原料同士の附着を防ぐため 4












は 1125℃とした。表 1 に試験水準を示す。 

















乾密度を算出した。その結を表 2 に示す。尚、粗骨材向けの原料粒径は 16mm 
(5-20mm の平均値)、細骨材向けについては 3mm(1-5mm の平均値)とした。また
窯尻の酸素濃度は 5vol.%と固定した。 
表 2 に示すとおり、5-20mm 品（平均 16mm）の場合は滞留時間を延ばすこと
により、より軽量化が達成できる。これは外殻の反応率が大きくなり緻密な部
分が多くなるよりも、内核の発泡による軽量化のほうが寄与率は大きいためで





場合の運転条件を表 4 に示すような運転条件であれば、現行品の 2/3 程度の軽量
骨材が製造できると推察された。 
2.2.2 試験方法 
 図 3（関西太平洋鉱産株式会社 大阪工場 2 号キルン 直径 3.15m×長さ 66.3m）
に焼成プロセスを示す。ロータリーキルン内のバーナーから最初は再生重油
 54 / 76 
 

































りを 20 秒、水および AE 剤 0.003％を投入し 30 秒，その後掻き落としを行いさ
らに 60 秒間行った。 
その後、生コンクリートの性状を把握した。生コンクリートの流動性を見る
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ために JIS A 1101「コンクリートのスランプ試験方法」によりスランプの測定、






図 6 に示す通り、使用材料を 100×100×10ｃｍに敷き詰め、65kg の成人男性が
踏みつけたときの音量を騒音測定器（デジタル騒音計 MT-325㈱マザーツール）
により測定した。なお、この騒音測定器は敷き詰めた端部から距離 50 ㎝、高さ





本実験では水準 1、水準 3 について、それぞれのキルン内の原料温度分布の測




ンを試行した。表 6 に粒度毎（水準 1,2 は粗骨材、水準 3 は細骨材）の低温滞留
時間(t1)および高温滞留時間(t2)示す。また、表 1 と表 6 の値を 3 章で考案した絶
乾密度の予測をそれぞれ行い、表 7 に実測値と比較して示す。5-20mm について










電対を挿入して 800℃地点を把握することはできない。そこで、図 6 に示すよう
に、昇温カーブから 800℃地点の場所を推定し、ロータリーキルンの回転速度か























練りあがり直後の単位容積質量は標準配合 No.1 で 1.97 であり、これに比較し
て No.3 配合で 1.73 kg/L、No.4 配合では 1.57 kg/L であり、従来品を使用した水








した水準（No.1 配合）は、軽量コンクリート 1 種の 28 日圧縮強度は 40.6 N/mm2
であり、JISA5308 規格の呼び強度 40 N/mm2及び JASS5 規定の 1 種の設計基準
強度 36 N/mm2に適合できる範疇の骨材であることがわかる。同様に、水準 No.2 
は JASS5 規定の 2 種の設計基準強度 27 N/mm2を適合している。一方、製造した
焼成物において、水準 3 の 27 日の圧縮強度は 33.6 N/mm2であり、軽量コンクリ
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ート 2 種の設計基準強度は適合しているが、単位容積質量は 1.73 kg/L と基準の
1.6 kg/L を超えてしまった。また、水準 4 では単位容積質量が 1.57 kg/L であっ
たが、強度が 24.7 N/mm2と設計基準強度を下回った。これは骨材自体の強度が
従来品と比較して劣るためと考えられる。この時のコンクリート配合における






 表 12 に人工軽量骨材（太平洋セメント株式会社：アサノライト）と粗骨材焼
成物の単位容積質量を示す。人工軽量骨材の乾燥時の単位容積質量は 0.80kg/L




















































            



















写真 1  試験装置（中型ロータリーキルン） 
 






























No. 目的 融着防止材 
1 
滞留時間変更 
珪石粉 5－20 1175 100 5 40 
2 ↑ ↑ ↑ ↑ ↑ 70 
3 
粒径変更 
↑ 1－5 1125 ↑ ↑ 40 
4 ↑ ↑ ↑ ↑ ↑ 70 































































30 600 600 0.90 
40 800 800 0.87 
50 1000 1000 0.85 
60 1200 1200 0.82 
70 1400 1400 0.79 
 
 









20 350 250 1.19 
30 525 375 1.24 
40 700 500 1.27 
50 875 625 1.30 
60 1050 750 1.33 
 
 
表 4 超軽量骨材を製造するロータリーキルン条件 
項目 粗骨材 細骨材 
目標絶乾密度（g/cm3） 0.82 1.24 
原料粒子径(mm) 5～20 1～5 
キルン滞留時間（min） 60 30 
800～1100℃滞留時間（t1：s） 1200 525 
1100℃以上滞留時間（t2：s） 1200 375 
酸素濃度（%） 5 5 
焼点温度（℃） 1175 1125 
 




































写真 2 融着防止材の吹込みの様子 
（下側、上側はバーナーによる石炭吹込み） 





表 5 コンクリート製造時の使用原料と略式記号 
材料および種類 記号 産地・製造・主成分等 
水 W 佐倉市上水道水 






































水  セメント  細骨材  粗骨材  
W  C  SA  S´  S  GA  G´  
1 50 0.545 47.5 5 175 350 320 0 422 537 0 
2 50 0.545 47.5 5 175 350 641 0 0 537 0 
3 50 0.545 47.7 5 175 350 0 230 407 0 319 
4 50 0.545 48.4 5 170 340 0 314 279 0 319 







































































































































1 1998 288 
2 3498 504 
3 1968 348 


















1 0.063  
2.60 
 
0.937 0.83 0.86 0.94 
2 0.107 0.893 0.76 0.81 0.94 
3 0.177 0.833 0.89 1.06 1.20 
4 0.231 0.769 0.86 1.34 1.26 


































t1 (s) t2 (s) 
1 375 288 
2 655 504 
3 452 348 














内殻密度 測定密度 推定密度 
XBW (g/cm
3
) 1- XBW (g/cm
3
) （g/cm3） （g/cm3） 
1 0.036 
2.6 
0.964 0.83 0.86 0.89 
2 0.047 0.946 0.76 0.81 0.84 
3 0.2 0.79 0.81 1.06 1.17 











表 11 製造条件と焼成物の絶乾燥密度 
 
細骨材 粗骨材 
原料粒径 1～5mm 5～20mm 
焼点温度（℃） 1110～1140 1150～1180 
滞留時間（min） 30 60 
窯尻酸素濃度（vol.％） 4～6 4～6 
原料送入量（t/h) 60 30 










表 12 使用骨材物性 
記号 




（％） 表乾 絶乾 24 時間 出荷時 
S 2.57 2.52 2.1 - 1.67 66.3 
SA 1.87 1.66 10.0 13.0 1.15  64.0 
S’ 1.45 1.32 8.6 - 0.82 60.8 
GA 1.65 1.24 10.5 30.2 0.80 53.2 
G’ 0.92 0.82 11.8 - 0.53 63.7 
 
 















1 17.0 7.0 1.94 
2 20.0 6.9 1.81 
3 18.0 8.0 1.73 












7 日 28 日 
1 32.2 40.6 
2 23.8 33.6 
3 21.2 27.7 
4 21.5 24.7 
 
 




















図 6 音量測定試験の様子 
 
 










市販品 5～30 73 100 7.0 
砂岩採石 2005 5～20 60 － － 
アサノライト粗骨材 5～20 64 － － 
試製品（粗骨材） 5～20 72 40.5 10.8 
試製品（粗骨材） 10～20 75 － － 
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第 1 章においては、人工軽量骨材の現状を以下のように示した。 
①軽量コンクリートの種類 
②人工軽量骨材（ALA）の現状 
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式会社資源事業部・守屋政彦氏、同中央研究所・今井敏夫博士、同知的財産部・
小津博氏、株式会社太平洋コンサルタント西日本事業部部長・吉本稔氏、同・
中村和史氏、国立研究開発法人土木研究所・高木亮一氏に心より感謝します。 
 最後に、多忙なここ数年間の論文の作成に際し、精神的な支えとなってくれ
た家族、妻友子、長女見咲、長男純大の理解と協力に対し心より感謝します。 
 本論文は、多くの方々のご指導とご協力のものとで遂行されたものであり、
改めて感謝の意を表し本論文の謝辞といたします。 
 
 
